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☆調査団体数：市34（札幌市を除く）、町村144、一部事務組合等121
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＜令和４年(2022年)１月６日＞

道内市町村等における職員に対する福利厚生事業の状況

北海道総合政策部地域行政局市町村課

１　調査の趣旨

２　互助会等※1に対する公費支出状況

（１）互助会等に対する公費支出額

注)　令和3年度については、当初予算であり参考として集計しています。
注） 「H16年度→R3年度」欄は、H16年度(決算)とR3年度(予算)との比較を記載しています。
　削減額 ＝ H16年度(決算) － R3年度(予算)　　削減率 ＝ 削減額 ÷ H16年度(決算)

H28年度 H29年度

円

R2年度 R3年度

(決算) (決算) (決算) (決算) (決算) (予算)

5,018 4,980 5,071 4,881

H16年度→R3年度

削減額

▲ 12,780

円

▲ 430,134

千円

削減率

▲ 78.3

％

▲ 76.1

％

　地方公共団体が実施する福利厚生事業については、地方公務員法第42条に基づき、地方公共
団体が民間企業と同様、雇用主として実施しています。
　このことについては、「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（平成
17年3月29日総務事務次官通知）並びに「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための
指針」（平成18年8月31日総務事務次官通知）において、「職員に対する福利厚生事業につい
て、住民の理解が得られるものとなるよう、点検・見直しを行い、適正に事業を実施するこ
と。」「また、人事行政運営等の状況の公表の一環として福利厚生事業の実施状況等を公表す
ること。」とされています。

　この指針を踏まえ、令和3年4月1日現在で道内市町村、一部事務組合等における福利厚生事業
の見直し状況等について調査を行い、結果を取りまとめ公表するものです。
　なお、都道府県及び指定都市については総務省で取りまとめを行っています。
（前回調査（平成30年度実施）以降、3年に1度の調査となっています。）

○  市（札幌市を除く）

※1 互助会等とは、独自互助会及び共同互助会のことをいい、会員（職員）の福利厚生事業を

実施するための公費が投入されている互助会等を対象としている。
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会員一人当たりの公費支出額

公　費　率

0.8% ▲ 12.1% 20.2%対前年度比 ▲ 4.3% ▲ 0.1%
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16,021 4,505 4,699 4,345 4,029 会員一人当たり
 公費支出額

 公費支出総額

24.3% 24.6% 25.5%公費率 42.6% 23.6% 23.6% 24.3%

R2年度 R3年度

(決算) (決算) (決算) (決算) (決算) (決算) (予算)

H28年度 H29年度

3,135 3,591

H16年度 H26年度

公費率 42.6%

▲ 3.7% ▲ 11.9% 13.6%対前年度比 ▲ 0.1% 1.7%

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

216,072 208,136 183,331 208,253

 会員一人当たり
 公費支出額

15,590 4,345 4,271 4,315 4,015 2,865 3,165

円 円 円 円

(決算) (決算)

 公費支出総額
937,013 212,687

27.7%

H27年度 H28年度 H29年度 R2年度 R3年度

(決算) (決算) (決算) (決算) (予算)

24.3% 24.5% 25.0% 25.8% 26.5%

円 円 円

71,210 66,744 72,929

円 円 円

▲ 0.1% ▲ 0.8% 0.6% ▲ 6.3% 9.3%

千円 千円 千円 千円
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千円 千円

円 円 円

 公費支出総額
371,555

千円

対前年度比
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(決算)

 会員一人当たり
 公費支出額

2,993 2,533 2,652
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互助会等への公費支出額

会員（職員）数

▲ 12,425 ▲ 79.7

円 ％

▲ 728,760

削減額 削減率

▲ 12,430 ▲ 77.6

H16年度→R3年度

H16年度→R3年度

削減額 削減率

▲ 11,953 ▲ 81.8

円 ％

▲ 298,626 ▲ 80.4

千円 ％

H16年度→R3年度

削減額 削減率

互助会等への公費支出額

互助会等への公費支出額＋会員（職員）掛金

○  町村

○ 市町村計

○ 一部事務組合等

円 ％

▲ 50,400 ▲ 70.5

千円 ％

▲ 77.8

千円 ％
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（２）互助会等に対する公費支出状況（会員一人当たりの支出額別団体数）

注)H16年度(決算)→R3年度(予算)の比較は、合併※した町があるため総数は一致しません。
※平成19年11月30日現在で道が公表した数値（参考比較のために整理したもの）を使用しているた
め、平成16年度当時の実際の市町村数とは異なります。

5,000円

【市町村分】

３　公費を伴う個人給付事業の実施状況（首長部局）

○ 公費を伴う主な個人給付事業の実施団体数及び実施率（令和３年４月１日時点）

注）各地方公共団体の首長部局における公費を伴う主な個人給付事業の状況を示している。
（公費を伴う個人給付事業とは、会員（職員）に対する現金等の直接給付のみならず、例えば施設利用料の
割引等の間接的な給付を含む。）



注）　各地方公共団体の首長部局における福利厚生事業の公表状況を示している。
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3 0 1 0

互助会等に対
する補助等の
方式見直し※

1

個別事業に対
する公費支出
の廃止※2

個別事業に対
する公費支出

の削減

1 0 0 0

○福利厚生事業の公表状況（令和元年度～令和３年度）

５　福利厚生事業の公表状況（首長部局）

注）複数の見直しを実施した団体もあるため、団体数と内容件数は一致しません。
　　　　R2年度：R2年度中に見直しを行い、年度途中から見直しをしたもの。
　　　　R3年度：R2年度中に見直しを行い、R3年4月1日から見直したもの。

４　福利厚生事業の見直し状況（首長部局）

福利厚生事業の見直しに係る内容別団体数

3

4 1 6 0

6 1 4 3

見直し内容

互助会等に対
する公費支出

の廃止

0

0

1 1 5 0

互助会等に対
する公費支出

の削減

※1 例えば、包括的補助方式（互助会等の実施事業全体に補助）から事業補助方式（対象事業を

特定して補助）へ変更など。

※2 例えば、実施していた個別事業の廃止や互助会等における会員からの掛金のみによる事業へ

の変更など。


